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I．問題の背景と目的

　ドメスティック・バイオレンス（配偶者や恋人など親密な関係にある、またはあった者から振るわ

れる暴力、以下 DV）1）問題は、近年日本においても様々な調査結果等を通じて深刻な被害の実態が

明らかにされ、対応策の充実・改善が急務となっている（荒木田2007）。内閣府による最新の調査に

おいては、女性の23．7％、男性の16．6％が、配偶者（事実婚や別居中の夫婦、元配偶者も含む）か

ら、「身体的暴行」「心理的攻撃」「経済的圧迫」「性的強要」のいずれかを一つでも受けたことがある

と回答している。また、被害を受けた女性の約 9 人に 1 人（9．2％）は、命の危険を感じたことがあ

ると回答している（内閣府2015）。

　DV被害の深刻さや対策の重要性の高まりを受けて、2001年に「配偶者からの暴力の防止及び保護

に関する法律」（以下 DV 防止法）が議員立法として成立した。DV 防止法は、2004年、2007年、

2013年に改正され、内容の拡充が図られている。なお、 DV防止法では、「障害の有無を問わずにそ

の人権を尊重するとともに、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない」

（第23条　職務関係者による配慮）ことが規定されている。また、「配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護のための施策に関する基本的な指針」（2008年）においても、「被害者が、外国人、障害者、

高齢者等であることによって、支援を受けにくいということにならないよう、情報提供、相談の対

応、施設設備等の面において、それぞれの被害者の立場に立った配慮を行うことが望ましい」とあ

る2）。このように、法律では、障害の有無を問わずに DV被害者への保護を行うことが規定されてい

る。

　DV防止法では、一時保護施設として母子生活支援施設が位置づけられ、母子生活支援施設が DV

被害者の保護から生活の基盤づくりを行うための、自立支援を行う施設であることが明記されてい

る。『平成20年度全国母子生活支援施設実態調査』（2008）によれば、2007年度中に母子生活支援施設
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に入所された世帯のうち、48．7％の世帯が、「夫などの暴力」を主な理由として入所しており、入所

理由としては DVによるものが圧倒的に多くなっている。さらに、入所世帯のうち、身体障害、知的

障害、精神障害などがある母親の割合は23．5％となっており、近年増加している。

　なお、警察における配偶者からの暴力事案等の相談件数は、 6 万9，908件（2016年）であり、2006

年以降、13年連続で増加している。また、被害者の85％が女性である3）。さらに配偶者暴力相談支援

センターにおける DVが関係する相談件数は、10万6，367件（2016年）であり、そのうち障害者から

の相談件数は6，990件（女性6，929件、男性61件）となっている。また、障害者からの相談件数では、

知的・精神障害者が6，175件（88．3％）、身体障害者が815件（11．7％）と、知的・精神障害者の割合

が、かなり高くなっている4）。

　一方、 DVを受けた女性を保護する婦人相談所の一時保護所の入所率は35．3％（2015年）に留まっ

ており、10％にも満たない県が 4つある。毎日新聞（2017）の記事によれば、精神疾患や発達障害の

ある DV被害者が一時保護所入所を断られ、困った人が民間シェルターに来ているケースがあると報

告されている。このように、障害をもった女性たちは、 DVから逃れる機会が限定され、 DV防止法

の支援に結びつかない場合もあると考えられる。

　伊藤（2004）は、2001年に実施した30人の女性障害者に対する聞き取り調査から、女性障害者が自

立生活を送る上で抱える問題には、①出産、子育て期の支援・援助体制の問題、② DV、セクシュア

ルハラスメントという問題、③性別役割感を女性障害者が内包しているという問題があることを提起

した。さらに、2011年に DPI女性障害者ネットワークが実施したアンケート及び聞き取り調査では、

女性障害者の抱える困難として最も多くみられたのが「性的被害」であった。同調査の対象となった

75人の回答者の 3分の 1以上が、直接的な性暴力や性的虐待、本人が望まない性的行為、脅かしなど

の性的被害を経験していた（DPI女性障害者ネットワーク2012）。いずれの調査においても、性的被

害は障害をもつ女性にとって深刻な問題であり、夫や恋人からの DV被害も、両調査において報告さ

れている。

　DV被害者は、PTSD（post-traumatic stress disorder：心的外傷後ストレス障害）に陥るなど、精神

的な影響を受けることもある（Platt et al.2017）。岩田ら（2016）が行った高機能自閉症スペクトラム

障害（Autistic Spectrum Disorder：ASD）の母親の手記分析では、家事や育児に疲れ切って家事が回

らなくなった妻に対して、「家事もろくにできない主婦」と夫に見下され、夫の暴言・DVを受けるこ

とで、離婚に至る場合があったことや、夫の暴言・DVの度合が高い場合、ひどい抑うつやパニック

が引き起こされる可能性が高まったと報告している（岩田ら2016）。また、岩田（2015）が行った高

機能 ASD圏の母親を対象としたインタビュー調査結果でも、夫からの DVに悩むことで、離婚に至

る場合があったことや、夫の心無い言動にストレスを高め、心身の不調を来すことがあったケースが

記されている。

　このように、障害者への DVの問題は、今や看過できない社会的な問題となっている。しかし、わ

が国においては、障害者への DVに焦点を当てた研究は、非常に僅かである。たとえば、 CiNiiで
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「DV」をキーワードにして検索すると835件ヒットする一方で、「DV」と「障害者」をキーワードに

して検索すると 4件しかヒットしない。一方、国際的には、障害者への DVなどの暴力に関する研究

は徐々に増加傾向にある。そこで、本研究では、障害者への DVなどの暴力の問題に焦点を当て、海

外の先行研究をレビューし、国際的な知見から、障害者への DVなどの暴力の動向及び支援の課題を

明らかにすることを目的とした。

II．研究方法

　研究方法は、海外における英語文献の研究である。文献検索に当たっては、 PubMed及び Google 

Scholarを利用した。なお、 DVを直訳すれば、「家庭内暴力」となるが、英語圏では、思春期の子ど

もが親を殴る場合とは区別して使われ、主として配偶者間の暴力または「親密なパートナーによる暴

力」（Intimate Partner Violence：IPV）と同義で使用されることが多い。そこで、検索に当たっては、

「Domestic Violence」、「Intimate Partner Violence」、「Women with Disabilities」の 3 つのワードを用

いて、①「Domestic Violence」×「Women with Disabilities」、②「Intimate Partner Violence」×

「Women with Disabilities」の 2種類の組み合わせで行った。その結果、①はヒット件数が77件、②は

ヒット件数が49件であった。研究当初は、障害者への DVを対象にした文献に絞る予定であったが、

DVのみに絞り込むことは困難であった。そのため、 DVを含む障害者への暴力（性的暴力、身体的

暴力を含む）に関する文献を対象とした。検出した論文で、題目から重複しているものを除き、残っ

た論文の抄録の内容を確認し、成人男女5）の障害者への暴力に焦点化したものを15件選定した。な

お、障害者への暴力に対する研究は、まだ比較的に新しく（Plummer et al. 2012）、先行研究も少な

いため、手検索も同時に行って 3件の文献を追加した。なお、レビュー論文については、対象文献か

ら除外した。

　選定基準に従って収集した19件の対象文献については、調査対象が①女性のみ、②男女、③ DV支

援プログラムの研究の 3つに分け、それぞれ原著者および発行年、国、研究方法、調査対象者、結果

を抽出要約し、表に整理した（表 1）。

表 1　各研究の概要

著者（年）/国 研究方法＊ 対象者 結果

①調査対象が女性のみの研究

Barrett et al. （2009）
アメリカ

QT 23，154人の女性（6，309
人が障害女性）

IPVの被害率は、障害女性が33．2％、健常
女性が21．2％であった。IPV被害のあった
障害女性の35％は健康状態が悪く、58％は
費用が高いため望んだヘルスケアを受けら
れなかった。
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Martin et al. （2007）
アメリカ

QT ノースカロライナ在住の
女性5，326（18歳以上）
（26％が障害女性）

過去 1年間の身体的暴力被害の割合につい
ては、障害女性と健常女性にほぼ差はな
かった。しかし、過去 1年間の性的暴力の
被害に関しては、障害女性が1．5％、健常
女性が0．6％であり、障害女性で顕著に高
くなっていた（オッズ比では 4倍高い）。

Nosek et al. （2006）
アメリカ

QT 身体障害をもつ415人の
女性（18-64歳）

過去 1年間に暴力被害にあった身体障害の
女性では、より年齢が若く、移動が難し
く、より社会的に孤立し、よりうつ傾向に
あった。

Millberger et al. （2003）
アメリカ

QL 暴力被害にあった身体障
害をもつ177人の女性

56％の女性が暴力被害の経験があった。暴
力被害にあった身体障害女性の89％は、複
数回の暴力に遭い、加害者は男性パート
ナーであった。適切な支援を受けられた女
性はわずかであった。その理由としては、
自分でなんとかできると考えた、どこに行
けば良いのか分からなかった、恥ずかし
かった、恐怖があった、加害者に報復され
るのではないかと考えた、何も信じられな
かった、シェルターに入れないと思ったな
どであった。

McFalane et al. （2001）
アメリカ

QL 18～64歳の身体障害女性
511人

9．8％の身体障害女性が過去 1 年間に暴力
被害に遭っていた。加害者としては親密な
パートナーが最も多く、支援者からの被害
も多くあった。

Young et al. （1997）
アメリカ

QT 860人の女性のうち、439
人の身体障害女性、421
人の健常女性

62％の女性が被害に遭っていた。配偶者や
パートナーによる被害が最も多くなってい
た。身体障害女性については、より長期間
に被害に遭っており、支援者からの被害に
より多く遭っていた。

②調査対象が男女の研究

Basile et al. （2016）
アメリカ

QT 女性9，086人、男性7，421
人（18歳以上）

障害をもつ男女は、障害をもたない人に比
べて、性的被害の割合が高くなっていた。

Mitra et l. （2016）
アメリカ

QT 男性49％、女性51％。そ
のうち障害者は男性
18．9％、女性21．6％

一生のうちに性的暴力被害に遭った率は障
害男性が8．8％、健常男性は6．0％、女性障
害者は25．6％、女性健常者は14．7％。その
うち、女性障害者は最も親密な男性パート
ナーによる被害に、男性は知人からの被害
に遭っていた。

Breiding et al. （2015）
アメリカ

QT IPVの被害を受けた女性
9，086人・男性7，421人

女性障害者および男性障害者の IPV被害
率は健常者に比べてかなり高くなってい
た。
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Krnjacki et al. （2015）
オーストラリア

QT オーストラリア人17，000
人（15歳以上）

障害者への暴力の発生率は、健常者よりも
高く、男性よりも女性で高かった。女性障
害者では性的暴力やパートナーによる暴力
が多く、男性障害者では身体的暴力が多く
なっていた。また、精神障害者での暴力の
発生率が最も高くなっていた。

Platt et al. （2015）
アメリカ

QL 発達障害者の男女（18歳
以上）350 人（男性 172
人、女性177人）、知的障

発達障害者の男性63．7％、女性68．2％が暴
力被害に遭っていた。性的暴力被害につい
ては、男性よりも女性の方が高くなってい

害を含む（65％） たが、それ以外については男女で格差はな
かった。女性は男性に比べて、親密なパー
トナーによる暴力被害が高かった。しか
し、親密なパートナーによる暴力被害は、
加害者の一部にすぎなかった。暴力は健康
状態の悪化に関連していた。発達障害男女
は、健常男女よりも暴力被害が高くなって
いた。

Brown-Lavoie, et al. （2014）
カナダ

QL 高機能 ASD95人（19-43
歳）、117人の健常者（18
-35歳）の成人男女

成人 ASD では、健常者に比べて 2 ～ 3
倍、性的暴力被害が多く発生していた。性
的知識と性的被害に関連性が見られた。

Hughes et al. （2012）
イギリス

QT 成人障害者21，557人（18
-64歳）

障害者への暴力の発生率は、精神障害者が
24．3％、知的障害者が6．1％、その他障害
者が3．2％。障害者は被障害者に比べて性
的暴力被害が高くなっていた。

Brownridge （2006）
カナダ

QT 男女25，876人（15歳以
上）、既婚女性7，027人、
障害女性1，092人、健常
女性5，935人

過去 5年間の暴力について、女性障害者は
健常女性と比べて、身体的暴力は 2倍、性
的暴力は 3倍高くなっていた。また、男性
側の性に関する意識や、男性優位なイデオ
ロギーが障害女性への暴力と大きく関係し
ていた。

Smith （2007）
アメリカ

QT 男性 136，201 人、 女 性
219，911 人、 障 害 女 性
49，756人

障害女性の被害は、健常女性および障害男
性に比べて全てで高くなっていた。特に望
まないセックスで最も高くなっていた。

Furey et al. （1994）
アメリカ

QT 性的被害に遭った知的障
害者461人のうち171件

被害者の72％は女性であり、加害者の88％
は男性であった。障害女性は介助者による
被害により多く遭っていた。

Mansell et al. （1992）
アメリカ

QL 性的被害を受けた発達障
害者119人（1．5-51歳）

53．8％の被害者が複数回性的暴力の被害に
遭っていた。被害者支援のアクセシビリ
ティ等が不十分であった。
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Sobsey et al. （1991）
アメリカ

QL 162人の暴力被害にあっ
た知的障害者（18歳以
上）（ASDを含む）

発達障害者への暴力は繰り返され（80％が
2 回以上）、重篤であり、非常に危険な状
況をまねくことがあった。支援者や施設で
の暴力が多く、健常者による暴力が高く
な っ て い た。 被 害 者 の 多 く は 女 性
（81．7％）であり、加害者は男性（90．8％）
であった。加害者にチャージされることは
ほとんどなかった。ニーズにあった支援が
ないため、被害者の多くは治療を受けるこ
とはなかった。

③配偶者暴力被害にあった障害女性への支援状況

Chang et al. （2003）
アメリカ

QL ノースカロライナ州にお
ける配偶者暴力プログラ
ム72件

配偶者暴力被害にあった女性障害者への支
援の課題として、資金不足、研修不足、施
設不足などがあげられた。ネットワーキン
グやコーディネーションの必要性が示唆さ
れた。

＊QL（Qualitative method）：質的研究、QT（Quantitative method）：量的研究

III．結果

1 ．対象別に見た検索対象論文

　対象文献のうち、 DV被害にあった障害女性への支援プログラムに関する文献 1件を除いた調査対

象の性別では、女性の障害者のみを対象とした研究は 6件、男女の障害者を対象とした研究は12件で

あった。また、障害種別では、障害者全般（身体障害者、知的障害者、精神障害者）を対象にした研

究は10件、発達障害者（知的障害も含む）を対象とした研究は 5件、身体障害者を対象とした研究は

3件であった。障害者への暴力の形態別では、暴力全般を対象とした研究は12件、性的暴力を対象と

した研究は 6件であった。また、暴力の加害者別では親密なパートナーによる研究は 4件、それ以外

の研究は14件であった。

　対象文献19件についての研究方法では、量的研究が12件、質的研究が 7件であった。また、実施国

は、アメリカが15件と最も多く、カナダが 2件、イギリスが 1件、オーストラリアが 1件であった。

2 ．暴力の発生率・発生状況

　対象文献のうち、女性のみを対象とした調査（Young et al.1997; Martin et al.2006）によれば、暴力

を受けたことのある女性の割合は、障害女性と健常女性の間でほぼ同じであった。また、加害者で

は、配偶者などの親密なパートナーが最も多いものの（Young et al.1997; Milberger et al. 2003; 

MacFalane et al.2001）、介護者や支援スタッフも多くなっていた（MacFalane et al.2001; Young et 

al.1997）。なお、Barrett et al.（2009）によれば、親密なパートナーによる暴力を受けたことのある女
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性の割合は、障害女性では33．2％、健常女性では21．2％であり、障害女性の割合が高くなっていた。

　さらに、 Martin et al.（2007）によれば、過去一年間に性的暴力を受けた女性の割合は、健常女性

に比べて障害女性では 4倍高くなっていた。同じく、 Brownridge（2006）の調査においても、過去

5 年間に暴力を受けたことがあった女性の割合は、障害女性は健常女性に比べて、身体的暴力は 2

倍、性的暴力は 3倍高くなっていた。さらに、障害女性では、健常女性に比べてより長期間にわたっ

て暴力を受け（Young et al.1997）、暴力の被害に遭った障害女性は複数回の暴力に遭っていた

（Milberger et al. 2003）。

　一方、近年、男女の障害者を対象とした調査が行われるようになり、男性障害者の被害状況につい

ても明らかになってきた。たとえば、 Krnjacki et al.（2016）や Smith （2007）によれば、障害者への

暴力の発生率は、男女ともに健常者よりも高く、男性障害者よりも女性障害者で高くなっていた。特

に、性的暴力を受けた人の割合に関しては、障害をもつ男女は、健常者の男女に比べて高いことが

（Basile et al.2016）、多くの調査によって明らかにされてきた。たとえば、 Mitra et al.（2016）によれ

ば、一生のうちに性的暴力を受けた人の割合は、男性障害者では8．8％、男性健常者では6．0％、女性

障害者では25．6％、女性健常者では14．7％であった。また、性的暴力を受けた人の割合と同様に、親

密なパートナーによる暴力を受けたことのある人の割合は、障害をもつ男女の方が、健常者の男女に

比べて高くなっていた（Breiding et al.2015）。女性障害者と男性障害者の暴力被害を比較した

Krnjacki et al.（2016）の調査によれば、女性障害者では性的暴力や親密なパートナーによる被害が多

く、男性障害者では身体的暴力による被害が多くなっていた。

　さらに、障害種別による暴力被害の状況についての調査も行われている。Hughes et al.（2012）に

よるメタアナリシスの結果によれば、暴力の発生率は、精神障害者が24．3％、知的障害者が6．1％、

その他の障害者が3．2％であり、特に障害者では健常者に比べて、性的暴力を受けた人の割合が高く

なっていた。なお、知的障害者を含む発達障害者への暴力に関する調査（Sobsey et al.1991）によれ

ば、発達障害の女性の70％が性的暴行を受けたことがあり、知的障害のある女性の半数近くが生涯で

10回以上も被害にあったとされている。また、それらの被害は時には重篤で、非常に危険な状況を招

くこともあった。性的暴力被害の加害者については、健常者の支援スタッフや介護者が多く、被害者

の81．7％は女性であり、加害者の90．8％は男性であった（Sobsey et al.1991）。この調査結果と同様

に、性的被害を受けた発達障害者への調査でも、半数以上の被害者が複数回の性的暴行を受けたこと

があるとの報告や（Mansell et al.1992）、被害者の72％は女性であり、加害者の88％は男性であった

との報告があった（Furey et al.1994）。

　一方、より近年に行われた発達障害者への性的暴力に関する調査では、高機能 ASDの成人男女

は、健常女性や健常男性に比べて 2 ～ 3 倍、性的暴力被害が多く発生していた（Brown-Lavoie et 

al.2014）。知的障害者を含む発達障害の男女を対象とした Platt et al.（2017）による調査では、発達障

害の男性63．7％、女性68．2％が性的暴力を受けたことがあった。性的暴力を受けた割合については、

男性障害者よりも女性障害者の方が高くなっていたが、それ以外の暴力被害の割合については、男女
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で差はなかった。女性障害者は、男性障害者に比べて、親密なパートナーによる暴力被害の割合が高

くなっていたが、親密なパートナーは加害者の一部でしかなく、支援スタッフなどによる暴力も発生

していた（Platt et al.2017）。

3 ．暴力の心身への影響

　暴力を受けた障害者への心身への影響についての調査も行われている。Barrett et al.（2009）によ

れば、親密なパートナーによる暴力を受けたことのある女性障害者のうち、健康状態が良好であった

のは35％以下であり、58％が本人の希望通りのヘルスケアを受けることができなかった。Nosek et 

al.（2006）による調査でも、過去 1年間に暴力を受けたことのある身体障害のある女性では、うつ傾

向が高くなっていた。

　発達障害のある男女への暴力被害についての調査（Platt et al. 2017）では、暴力被害は健康状態の

悪化と関係があり、それには男女に差がなかったと報告されている。同調査によれば、暴力を受けた

ことのある発達障害の男女においては、うつ病評価尺度（CESD）や心的外傷後ストレス障害

（PTSD）の値が高く、特に性的暴力を受けたことのある男女においては、知覚されたストレス尺度

（PSS）が高くなっていた。

4 ．暴力を生み出す構造

　障害者への暴力を生み出す構造についても、いくつかの調査が行われている。Nosek et al.（2006）

は、身体障害のある女性を対象に、女性の年齢、教育レベル、可動性、社会的孤立と暴力被害の関係

についての調査を実施した。その結果、障害のために身体の可動性が低い場合には、介護者への依存

度が高まり、暴力被害から逃れることが困難であるなどの理由から、暴力被害に遭う確率が高くなる

ことが明らかとなった。さらに、女性の年齢が若いこと、社会的な孤立傾向にある場合、うつ傾向が

高い場合に、暴力被害と高い相関性があることが示された。

　Browuridge（2006）は、暴力の要因を調べるために、女性の教育レベル、男性と知り合ってから

の期間、雇用状況、年齢、加害者であるパートナーの特徴（家父長支配の意識、嫉妬心、飲酒の習

慣）などについての調査を行った。その結果、身体障害の女性は、加害者であるパートナーの家父長

支配の意識が高い場合に2．5倍、性的支配欲が強い場合に1．5倍、暴力被害が高まっていた。また、こ

の結果では、加害者であるパートナーの特徴（性関係における男性による女性の支配）のみが、障害

のある女性への暴力被害を高めるリスクになると結論した。

　なお、女性の教育レベルと暴力被害の関係については、一致した結果が得られていない（Browuridge 

2006; Nosek et al.2006）が、 Brown-Lavoie et al.（2014）による ASD成人への性的知識と暴力被害に

関する調査では、限られた性的知識や経験が、ASD成人の性的被害を高めるリスクになった。



障害者への DVなどの暴力についての国際的な動向と課題：文献レビュー ／岩田　千亜紀

51

5 ．被害者支援の状況

　被害者支援の調査としては、発達障害者への性的被害支援の状況を調査した Sobsey et al. （1991）

やMansell et al.（1992）が挙げられる。Sobsey et al. （1991）によれば、性的被害を受けた発達障害

者の41．8％がカウンセリングを、14．1％が医療ケアを、7．3％が法的支援を受けていたが、性的予防

教育を受けたものは3．4％のみであった。また、11．3％がどのような支援も受けていなかった。ま

た、性的被害を受けた発達障害者の45．8％が、ニーズにあった治療サービスを受けることはできな

かった。なお、Mansell et al.（1992）による発達障害者への性的被害支援に関する調査では、被害者

の54％が治療サービスを受けることが困難であり、特に障害の程度が重い場合には、治療サービスを

見つけることや受けることが非常に困難であった。

　一方、暴力被害に遭った身体障害のある女性を対象にしたMilberger et al.（2003）による調査で

は、暴力の被害を受けた女性のわずかしか支援を求めず、適切な支援を得ることができなかったと報

告されている。また、支援を受けなかった理由としては、自分で何とかしようと考えたこと、どこに

行けば支援を受けられるか分からなかったこと、恥ずかしかったこと、暴力を受けたことは自分のせ

いだと思ったこと、支援を受ければ加害者に報復されると考えたこと、何も信じられなかったこと、

シェルターでは適切な支援を受けられないと思ったことなどが挙げられた。

　さらに、アメリカのノースカロライナ州における DV被害を受けた障害女性を対象にした DV支援

プログラム72件についての調査を行った Chang et al. （2003）によれば、DV被害にあった女性障害者

への支援の課題として、資金不足、研修不足、施設不足などが挙げられた。

IV．考察

　本研究では、障害者への DVなどの暴力の動向及び支援の課題を明らかにすることを目的に、海外

の先行研究のレビューを実施した。以下に、先行研究からみえた分類項目についてそれぞれ検討を加

え、今後の日本の課題について考察をする。

　障害者への暴力（DV）についての研究は、歴史的には1990年代から、地理的にはアメリカを中心

に行われてきた。1990年代のはじめには、障害者への暴力（DV）に関する小規模な質的研究がまず

開 始 さ れ（Sobsey et al.1991; Mansell et al. 1992）、 次 第 に National Intimate Partner and Sexual 

Violence Survey（NISVS）のような全国標本を用いた大規模な量的調査へと移っていった（Basile et 

al. 2016; Breiding et al. 2015）。初期における調査のもっとも大きな関心は、女性障害者に対する暴力

の被害率を明らかにすることであった（Young et al. 1997; McFalane et al. 2001; Millberger et al. 

2003）。また、1990年代はじめにおいては、知的障害者を含む、発達障害者への暴力被害に関する研

究が中心であった（Sobsey et al.1991; Mansell et al. 1992; Furey et al.1994）。

　暴力被害に関する調査対象は、1990年代においては女性障害者のみであったが、2000年代半ばから
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男性障害者も含まれるようになってきた（Smith 2007）。ジェンダーを踏まえた最新の研究結果から

は、障害者への暴力の発生率は健常者よりも高いこと、男性障害者よりも女性障害者で発生率が高い

ことなどが明らかになった（Krnjacki et al. 2016）。なお、女性障害者では、特に性的暴力や親密な

パートナーによる暴力被害が高く、男性障害者では身体的暴力が高くなっていた（Krnjacki et al. 

2016）。障害種別では、精神障害者での暴力の発生率が最も高くなっていた（Hughes et al. 2012; 

Krnjacki et al. 2016）。

　このように、障害者への暴力に関する研究の多くは、暴力の発生率や発生状況であったが、暴力を

受けた被害者の心身の健康に関する研究（Barrett et al. 2009; Nosek et al. 2006; Platt et al. 2017）が、

近年、わずかではあるが実施されるようになってきた。発達障害の男女に対する暴力被害についての

研究（Platt et al. 2017）では、暴力被害は健康状態の悪化と関係があり、それには男女に差がなかっ

たことが明らかにされている。これらの研究結果から、暴力被害は、女性障害者だけでなく、男性障

害者も含めた重要な問題であると認識する必要が示唆される。

　障害者への暴力を生み出すリスク要因についても、いくつかの研究が実施されている（Nosek et 

al. 2006; Browuridge 2006; Brown-Lavoie et al. 2014）。リスク要因としては、社会的孤立や、加害者で

あるパートナーの特徴（性関係における男性による女性の支配）、女性障害者の性的知識などが挙げ

られている。つまり、女性障害者への暴力を生み出す構造は、女性側の要因、男性側の要因、社会的

要因等、複合的な要因によると考えられる。そのため、これらの複合的な要因を踏まえた、障害者へ

の暴力の予防策や対策が必要である。一方、これらの調査では女性障害者への暴力の要因のみに焦点

が当てられていることから、男性障害者への暴力の要因については未だ不明である。したがって、今

後は男性障害者への暴力の要因についても研究を進める必要がある。

　なお、被害者支援に関する調査としては、発達障害者への性的被害支援の調査（Sobsey et al. 1991; 

Mansell et al. 1992）や、身体障害のある女性を対象にした調査（Milberger et al.; 2003）がある。こ

れらの調査からは、支援の物理的アクセスの問題や、支援情報の不足などによって、暴力被害を受け

たことのある女性障害者や男性障害者に対する支援が行き届いていないこと、ニーズに合った支援が

受けられていないことなどが明らかにされている。また、支援者側への調査結果（Chang et al. 

2003）からは、暴力被害の支援に関する施設や専門職員の配置などの問題が挙げられている。これら

の結果からは、まずは暴力を受けたことのある女性障害者や男性障害者のニーズとは何なのか、ニー

ズに沿った支援が実施されているのかを明確にしつつ、それぞれのニーズに応じた支援策を講じるこ

との必要性が考えられる。

　本論文では、海外の先行研究レビューから、男性障害者および女性障害者への暴力の発生率は、そ

れぞれ健常者の男性および健常者の女性よりも高いことが明らかになった。また、女性障害者では、

健常者や男性障害者に比べて、最も暴力被害の割合が高いこと、特に性的暴力や親密なパートナーに

よる暴力被害の割合が高いことが明らかになった。さらに、障害者への暴力は、男女ともに健康状態

の悪化を招いていた。このように、暴力（特に親密なパートナーによる暴力）被害は、健常者だけの
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注
1 ）内閣府男女共同参画局（http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/e-vaw/dv/index.html、2017. 7 .21）
2 ）http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/e-vaw/law/pdf/houshin.pdf、2017. 7 .21
3 ）警察庁（https://www.npa.go.jp/safetylife/seianki/stalker/seianki28STDV.pdf、2017. 7 .26）
4 ）内閣府男女共同参画局（http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/e-vaw/data/pdf/2016soudan.pdf、
2017.12. 3）
5 ）成人の定義は、ほとんどの研究で18歳以上であったが、15歳以上を対象としている文献もあった。
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【Abstract】

Current Issues of Violence against People with Disabilities
―A Review of the Literature―

Chiaki IWATA

　This study examines current issues related to violence against people with disabilities. We 

searched for relevant studies published through July 2017, using the electronic database 

PubMed and Google Scholar with the keywords “disabilities,” “intimate partner violence,” 

and “domestic violence.” We ultimately reviewed nineteen studies. 

　Our results showed that people with disabilities were significantly more likely to 

experience violence. Women with disabilities were more likely to experience sexual and 

intimate partner violence and men were more likely to experience physical violence. 

Violence was associated with poorer health status regardless of participant gender. These 

findings confirm that violence is an important issue for both men and women with 

disabilities.

　There are ver y few studies on violence against people with disabilities in Japan. 

Researchers need to address violence against people with disabilities as a larger social issue 

that exists in Japan.


